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基本方針Ⅴ 県民とともに消費生活を考える

「県民が安全で安心できる消費生活の実現」のためには、行政だけではなく、県民との協働が必

要です。県民とともに消費生活を考え、そして行動することにより、よりよい消費生活の実現を目指し

ます。

◆「消費生活に係る県民意識調査」から

●消費者問題についての関心の程度・・・

○２０１１年の調査では、消費者問題に「関心がある」「どちらかといえば関心がある」と答え

た人の割合は、６５．４％ でした。

○２０１８年の調査では、消費者問題に「関心がある」「どちらかといえば関心がある」と答え

た人の割合は、５０．７％ でした。

●消費生活に関する機関や制度の認知度・・・

○２０１８年の調査では、消費生活に関する機関や制度の認知度で「言葉も内容も知ってい

る」「言葉は知っている」と答えた人の割合は、「群馬県消費生活センター」７３．４％ 、

「市町郡消費生活センター」６５．３％、「クーリング・オフ」９７．５％、「未成年者契約の取

消し」については、６０．１％でした。

○その一方、同調査において「言葉も内容も知らない」と答えた人の割合は、「群馬県消費

生活センター」が２６．６％ 、「市町郡消費生活センター」は３４．８％でした。

⇒消費者問題についての関心が低下していることが見て取れる一方、消費生活に関する機関

や制度の認知度にも課題があることがわかります。県民により身近な問題として消費者の問

題や制度を認識してもらい、そしてそのことについて考え、行動してもらう必要があります。

◆主な施策

１ 消費生活課実施施策

○消費生活問題審議会運営

消費生活問題審議会は知事の附属機関として消費者施策等の重要な事項を調査、審議するため

に設置されました。この審議会を通じて、消費者施策等について広く県民の意見を伺います。

○各市町村消費者行政担当課長会議・各市町郡消費生活センター所長会議

県と各市町村とが相互に協力・連携を図るため、各市町村消費者行政担当課長会議と各市町郡

消費生活センター所長会議を春と秋の年２回開催し、情報の共有に努めます。

○大人向け防犯出前講座【再掲】

県内の町内会や老人会などの申込みに応じて、振り込め詐欺・侵入盗の手口や対策等を実演を交

えながら、実践的に防犯対策を学ぶ講座を実施することにより、県民の「防犯力」を高めます。
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○振り込め詐欺等根絶サポーター養成講座【再掲】

振り込め詐欺等の被害者の多くは高齢者であるため、身近な存在である「子ども世代（家族）」を

対象に、電話機の対策や水際での適切な対処法を学び、被害を未然に防止できるサポーターを養

成します。

○群馬県振り込め詐欺等根絶協議会（（警）生活安全企画課との共同事業）

金融機関やコンビニなどの事業者や関係団体等が一体となった「群馬県振り込め詐欺等根絶協議

会」を発足し、行政、県警と連携強化を図りつつ、振り込め詐欺等の根絶に向けた取組を進めます。

○県民防犯の日啓発事業

県民一人ひとりが、「自分の安全は自分で守る」という自主防犯意識を高めるよう、毎月16日の「県

民防犯の日」、特に条例が施行された６月を中心に、防犯ボランティア団体、市町村、警察署及び行

政県税事務所が連携して普及啓発活動を実施します。

○消費者教育出前講座－行動する消費者へ【再掲】

出前講座の実施により、被害に遭わない消費者、合理的意思決定ができる自立した消費者を育

成するとともに、自らの消費行動が将来にわたって社会、経済、環境へ影響を与えることを自覚して

行動できるよう促します。

特に、若者向け出前講座において、「消費者市民社会（*5）」や「倫理的（エシカル）消費 （P10

脚注*4参照）」などの考え方を伝えます。

２ 関係課実施施策

○日常生活自立支援事業（健康福祉課）

判断能力が不十分な方が自立した生活を送れるよう、福祉サービスの利用援助や日常的金銭

管理等を行います。

○成年後見制度利用促進事業（健康福祉課）【再掲】

成年後見制度の利用を促進するため、県民を対象とした普及啓発を行うとともに、関係機関を

対象とした情報交換会や研修を実施するなど、市町村による制度利用促進体制整備を支援しま

す。

○食品安全審議会の開催（食品・生活衛生課）

食品等の安全性の確保に関する重要事項等について、専門的かつ客観的な見地から調査審議を

行う群馬県食品安全審議会を開催します。

【＊５：消費者市民社会】

自分だけでなく周りの人々や、将来生まれる人々の状況、内外の社会経済情勢や地球環境にまで思いを馳せ

て生活し、社会の発展と改善に積極的に参加する社会のこと。消費者トラブルが起きたときに消費生活センターに

相談・情報提供することも、消費者市民社会の構築への参画となります。
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○食品安全県民会議の開催（食品・生活衛生課）

食品の安全性確保のリスクコミュニケーションの場として、様々な立場（消費者、生産者、食品関連

事業者、学識者、報道等）の代表者による食品安全県民会議を開催します。

○群馬県環境にやさしい買い物スタイル普及促進協議会（環境政策課）

県民、事業者、行政（県及び市町村）が協働して、レジ袋の削減を中心に環境にやさしい買い物ス

タイル普及促進を行い、低炭素・循環型社会の実現に向けたライフスタイルの見直しにつなげるための

県民運動を展開します。

○循環型社会の形成（廃棄物・リサイクル課）

循環型社会の形成に向け、県ＨＰや各種イベントを利用した「ぐんま３Ｒ宣言」の呼びかけや学習

会等への「３Ｒリーダー」の派遣、「みんなのごみ減量フォーラム」の開催、リユース食器の活用促

進、「ぐんまちゃんの食べきり協力店」の登録、「ぐんまちゃんの３０・１０運動」及び「ぐんまちゃんの３

キリ運動」の促進等に取り組み、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進します。

○地産地消県民運動推進（ぐんまブランド推進課）

「ぐんま地産地消県民運動推進会議」（２００４年度設置）、「群馬県農畜産物販売戦略協議会」

（２０１０年度設置）を統合した「群馬県農畜産物ブランド戦略協議会」により、地産地消を県民運動と

して推進していくための施策について検討します。

○地産地消サポート（ぐんまブランド推進課）

県産農畜産物を積極的に販売・活用する小売店、飲食店、旅館等を「ぐんま地産地消推進店」とし

て認定し、県産農畜産物を原料とする製品の製造、流通等を行う企業を「ぐんま地産地消協力企業・

団体」として登録します。

３ 高齢者に対する施策

○群馬県消費者安全確保地域協議会運営（消費生活課）

消費者安全確保地域協議会は、国及び地方公共団体の機関、病院、教育機関、消費生活協

力団体又は消費生活協力員等により市町村単位で組織され、消費生活上特に配慮を要する消費

者の見守り等必要な取組を行います。県では、県単位の組織を設置し、ガイドラインの作成などを

通じてこの協議会の設置を各市町村に働きかけます。

○高齢者向け体験・実践型研修（消費生活課）【再掲】

振り込め詐欺等の被害者の多くは、高齢者であり、詐欺の手口などの知識を持っていながらも被害

に遭ってしまうため、県内の老人会などの申込みに応じて、実践形式の体験で断り方など、被害を未

然に防止するための対応力を身につける研修を実施します。
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◆計画の成果・進捗を検証する指標

高齢者等消費者被害見守り事業者に提供した情報件数

高齢者等消費者被害見守り事業については、 基準値 目標値
2018年４月現在、11事業者と協定を締結してお

り、各事業者において高齢者等を訪問する際に見 ４８件 毎年度のべ５０件
守り活動を実施しています。県はより多くの事業者 （2017年度） （2019～2023年度）
にこの協定に参加してもらうよう努力しつつ、この締

結を結んだ事業者に対して見守りの際に必要な消

費生活情報を提供しています。

計画期間中の５年間において、この提供情報件

数を毎年５０件以上とすることを目標とします。

１人一日当たりごみ排出量

第二次群馬県循環型社会づくり推進計画にお 基準値 目標値
いて、群馬県内のごみの総排出量を総人口と年間

日数で割ることで算出される、１人が一日に排出す 986ｇ/人・日 913ｇ/人・日
るごみの量を、2019年度には913グラム以下にす （2017年度） （2019年度）
ることを目標としています。

「ぐんま地産地消優良店」数

県産農産物を積極的に販売・活用し、その良さ 基準値 目標値
のＰＲに取り組む小売店、飲食店、旅館等「ぐんま

地産地消優良店」のうち、さらに県産農産物の取 ５１店 50店
扱い割合が高い店舗を「ぐんま地産地消優良店」 （2018年度） （2019年度）
に認定しています。

市町村における消費者安全確保地域協議会の設置数

群馬県消費者安全確保地域協議会では、作成 基準値 目標値
したガイドラインを元に、多くの自治体での設立を促

し、消費生活上特に配慮を要する消費者に対して ０自治体 ５自治体
必要とされる更なる取組を講じていきます。 （2017年度） （2023年度）
基準となる2018年度における県内での協議会

設置自治体数は０ですが、計画終了期の2023年

度には、県を除いて５つの自治体が消費者安全確

保地域協議会を設置することを目標とします。
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別 表 ： 評 価 指 標 項 目
（計画の進行管理において成果・進捗を検証する際に用いる項目）

基本方針 項目 基準値 目標値 担当所属

Ⅰ 消費者に消 メールマガジン「消費 ５６１人 ８００人 消費生活課
費生活情報を提 者ホットぐんま」登録 （2017年度） （2023年度までに）
供する 者数

「ぐんま住まいの相談 ９７８件 １，８００件 住宅政策課
センター」情報提供件 （2017年度） （2023年度）
数

Ⅱ 消費者教育 消費者被害防止出前 ５７件 毎年度８０件以上 消費生活課
を推進する 講座実施件数 （2017年度） （2019～2023年度）

金融教育出前講座実 ４３回 毎年度５０回以上 消費生活課
施回数 （2017年度） （2019～2023年度）

高校等における消費 １９校 ５０校 消費生活課
者教育の外部講師等 （2017年度） （2023年度）
の活用

大人向け防犯出前講 ３２回 ３５回 消費生活課
座実施回数 （2017年度） （2023年度）

Ⅲ 消費者トラブ 県・市町郡消費生活 １９，４４０件 （ － ） 消費生活課
ルを解消する センターへの相談件 （2017年度） （2019～2023年度）

数

Ⅳ 事業者の活 事業者指導（景品表 ２８件 毎年度３０件以上 消費生活課
動を適正化する 示法）処理件数 （2017年度） （2019～2023年度）

事業者指導等（特定 行政指導 ５件 毎年度行政指導５件以上 消費生活課
商取引法）処理件数 行政処分 １件 （行政処分は設定せず）

（2017年度） （2019～2023年度）

宅地建物取引業者事 ３９件 ５００件 住宅政策課
務所調査件数 （2017年度） （2019～2023年度

の累積件数）

Ⅴ 県民とともに 高齢者等消費者被害 ４８件 毎年度５０件以上 消費生活課
消費生活を考える 見守り事業者に提供 （2017年度） （2019～2023年度）

した情報件数

１人一日当たりごみ排 986ｇ/人・日 913ｇ/人・日 廃棄物 ・ リ
出量 （2017年度） （2019年度） サイクル課

「ぐんま地産地消優良 ５１店 ５０店 ぐんまブラン
店」数 （2018年度） （2019年度） ド推進課

市町村における消費 ０自治体 ５自治体 消費生活課
者安全確保地域協議 （2017年度） （2023年度）
会の設置数
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